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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第73期

第１四半期連結
累計期間

第74期
第１四半期連結
累計期間

第73期

会計期間

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成23年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,203,1882,980,38313,055,622

経常利益 (千円) 338,758 156,2871,308,768

四半期(当期)純利益 (千円) 169,311 69,503 989,556

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 118,205 79,172 814,064

純資産額 (千円) 15,435,32516,008,69616,130,013

総資産額 (千円) 21,345,26521,922,00621,799,178

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 17.00 6.98 99.37

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.0 69.7 70.7

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第73期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日～平成23年６月30日)のわが国経済は、東日本大震災による直

接的被害や電力不足問題の深刻化により、企業活動が落ち込んだこと、また個人消費低迷の影響から厳しい状況

が続きました。

こうした環境下、当社グループの業況は、主力の曳船事業は増収となったものの、旅客船事業、売店・食堂事業

が震災の影響を受けて売上高が大きく減少し、グループ全体の売上高は2,980百万円(前年同期比7.0％減)とな

りました。利益面では、営業利益が40百万円(前年同期比81.4％減)、経常利益が156百万円(前年同期比53.9％

減)、四半期純利益は69百万円(前年同期比58.9％減)となりました。

 

セグメント別の業績を示すと、次のとおりです。

 

曳船事業

曳船事業セグメントは、震災の影響により曳船作業対象船舶の東京湾への入出港数が自動車専用船、原油タ

ンカー、鉱石船を中心に減少したものの、湾内における危険物船を対象とした警戒作業が増加し、海難事故救

助などの特別作業が加わって増収となりました。この結果、売上高は2,322百万円(前年同期比2.7％増)となり

ました。

一方利益面では、燃料油価格の上昇を主因に売上原価が増加したことにより、営業利益は118百万円(前年同

期比29.9％減)となりました。

 

旅客船事業

旅客船事業セグメントは、カーフェリー部門においては、震災の影響で行楽・観光に対する自粛ムードが続

き、車両、旅客ともに大幅な減少となりました。

横浜港の観光船部門は、予約のキャンセルが相次ぎ、当四半期はほぼ当日客だけの売上にとどまりました。

また、交通船部門も作業数が減少し、両部門併せての売上高は25.3％の減少となりました。

この結果、売上高は480百万円(前年同期比28.6％減)となり67百万円の営業損失(前年同期は37百万円の営

業利益)となりました。
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売店・食堂事業

売店・食堂事業セグメントは、震災以降の自粛ムードが依然大きく影響し、特に団体観光客を主体とする食

堂部門の売上が低迷し、全体の売上高は178百万円(前年同期比33.8％減)となりました。利益面では、各部門と

もコスト削減を図ったものの、上記売上減をカバーできず９百万円の営業損失(前年同期は14百万円の営業利

益)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ、122百万円増加し21,922百万円となりまし

た。これは主に現金及び預金が271百万円増加し、その他流動資産が153百万円増加しましたが、船舶の減価償却

が進んだことで215百万円減少し、投資有価証券の評価差額や持分法適用会社からの受取配当金の内部取引消去

などにより、投資有価証券と関係会社株式が101百万円減少したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ、244百万円増加し5,913百万円となりました。これは、主に賞与支給が第２四

半期になるため賞与引当金が167百万円増加し、その他流動負債が163百万円増加しましたが、未払法人税等が

256百万円減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、121百万円減少し16,008百万円となりました。これは主に第１四半期純利

益が69百万円計上されましたが、剰余金の配当を199百万円実施したことによるものです。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末より1.0％減少し69.7％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,040,000

計 40,040,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,00010,010,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 10,010,00010,010,000― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年６月30日 ― 10,010 ― 500,500 ― 75,357

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成23年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

52,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,912,000
9,912同上

単元未満株式
普通株式

46,000
― 同上

発行済株式総数 10,010,000― ―

総株主の議決権 ― 9,912 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式648株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京汽船㈱

横浜市中区山下町２番地 52,000 ― 52,000 0.51

計 ― 52,000 ― 52,000 0.51
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」(昭和29年運輸省告示第431号)並びに「四半期連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」と

いう。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

売上高 3,203,188 2,980,383

売上原価 2,452,550 2,418,605

売上総利益 750,637 561,777

販売費及び一般管理費

販売費 83,877 67,869

一般管理費 446,017 452,957

販売費及び一般管理費合計 529,894 520,827

営業利益 220,743 40,950

営業外収益

受取利息 2,692 2,357

受取配当金 40,404 33,761

負ののれん償却額 8,203 3,438

持分法による投資利益 63,921 61,452

その他 10,337 21,689

営業外収益合計 125,560 122,699

営業外費用

支払利息 7,421 6,859

その他 123 503

営業外費用合計 7,544 7,362

経常利益 338,758 156,287

特別利益

受取保険金 － 8,179

特別利益合計 － 8,179

特別損失

投資有価証券評価損 77,347 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,224 －

特別損失合計 82,571 －

税金等調整前四半期純利益 256,187 164,466

法人税、住民税及び事業税 183,577 141,984

法人税等調整額 △127,086 △61,036

法人税等合計 56,490 80,947

少数株主損益調整前四半期純利益 199,696 83,519

少数株主利益 30,384 14,015

四半期純利益 169,311 69,503
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 199,696 83,519

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △42,403 △16,034

持分法適用会社に対する持分相当額 △39,087 11,688

その他の包括利益合計 △81,490 △4,346

四半期包括利益 118,205 79,172

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 88,807 65,500

少数株主に係る四半期包括利益 29,398 13,672
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(2)【四半期連結貸借対照表】
(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,229,198 7,501,101

受取手形及び売掛金 2,439,858 2,361,436

商品 27,143 23,829

貯蔵品 89,764 106,363

繰延税金資産 127,007 179,035

その他 321,183 474,708

貸倒引当金 △21,483 △12,055

流動資産合計 10,212,671 10,634,419

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 324,085 314,208

船舶（純額） 4,968,449 4,753,443

土地 1,311,489 1,311,489

その他（純額） 40,457 65,280

有形固定資産合計 6,644,481 6,444,421

無形固定資産 19,917 43,683

投資その他の資産

投資有価証券 1,386,716 1,361,729

関係会社株式 1,741,850 1,664,876

繰延税金資産 268,427 286,301

その他 1,573,410 1,534,325

貸倒引当金 △48,298 △47,750

投資その他の資産合計 4,922,106 4,799,482

固定資産合計 11,586,506 11,287,587

資産合計 21,799,178 21,922,006
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 839,549 1,000,508

短期借入金 1,656,537 1,670,336

未払法人税等 397,005 140,130

役員賞与引当金 40,000 8,750

賞与引当金 219,698 386,876

その他 147,654 310,708

流動負債合計 3,300,445 3,517,310

固定負債

長期借入金 137,871 130,371

退職給付引当金 1,199,437 1,198,747

役員退職慰労引当金 394,002 400,740

特別修繕引当金 353,601 366,476

繰延税金負債 166,881 164,913

資産除去債務 20,781 20,797

負ののれん 94,841 91,402

その他 1,302 22,551

固定負債合計 2,368,718 2,395,999

負債合計 5,669,164 5,913,310

純資産の部

株主資本

資本金 500,500 500,500

資本剰余金 75,357 75,357

利益剰余金 15,097,863 14,968,220

自己株式 △38,974 △38,974

株主資本合計 15,634,746 15,505,103

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △24,204 △39,896

為替換算調整勘定 △197,892 △186,204

その他の包括利益累計額合計 △222,097 △226,101

少数株主持分 717,364 729,694

純資産合計 16,130,013 16,008,696

負債純資産合計 21,799,178 21,922,006
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

 

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【追加情報】

 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

　　連結子会社以外の会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度

(平成23年３月31日)
 

当第１四半期連結会計期間

(平成23年６月30日)

１　双葉船舶㈱ 112,500千円 １　双葉船舶㈱ 108,750千円

２　新昌船舶㈱ 101,857  ２　新昌船舶㈱ 97,429

　　　計 214,357  　　　計 206,179
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

 
当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 229,618千円  230,704千円

負ののれんの償却額 8,203   3,438

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 199,202 20.00平成22年３月31日平成22年６月30日

 

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 199,147 20.00平成23年３月31日平成23年６月30日

 

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
合計
(注)

曳船事業 旅客船事業
売店・食堂
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,261,365672,769269,0533,203,188 ― 3,203,188

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2,640 17,722 1,478 21,840△21,840 ―

計 2,264,005690,492270,5313,225,029△21,8403,203,188

セグメント利益 168,66037,77614,305220,743 ― 220,743

(注)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
合計
(注)

曳船事業 旅客船事業
売店・食堂
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,322,250480,130178,0032,980,383 ― 2,980,383

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,890 12,346 1,204 15,440△15,440 ―

計 2,324,140492,476179,2072,995,823△15,4402,980,383

セグメント利益又は損失(△) 118,254△67,683△9,620 40,950 ― 40,950

(注)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

EDINET提出書類

東京汽船株式会社(E04336)

四半期報告書

15/19



(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 17.00円 6.98円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額 169,311千円 69,503千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円

普通株主に係る四半期純利益金額 169,311千円 69,503千円

普通株式の期中平均株式数 9,960,132株 9,957,352株

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成23年８月12日

東京汽船株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　下　　和　　俊　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　叙　　男　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京汽船株
式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成23年４月１
日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結貸借対照表及び注記
について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京汽船株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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